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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、四半期連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推
移については記載しておりません。 

    ２．売上高には消費税等は含まれておりません。  
    ３．第48期及び第48期第１四半期累計(会計)期間の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額につい

ては、希薄化効果を有していないため記載しておりません。  
     

第一部【企業情報】 
第１【企業の概況】 
１【主要な経営指標等の推移】 

回次 
第48期 
第１四半期 
累計(会計)期間 

第49期 
第１四半期 
累計(会計)期間 

第48期 

会計期間 

自 平成22年 
１月１日 

至 平成22年 
３月31日 

自 平成23年 
１月１日 

至 平成23年 
３月31日 

自 平成22年 
１月１日 

至 平成22年 
12月31日 

売上高                     （千円）  1,914,934  1,960,098  7,358,872

経常利益                    （千円）  196,433  259,865  532,880

四半期（当期）純利益              （千円）  103,255  139,423  421,366

持分法を適用した場合の投資利益         （千円）  －  －  －

資本金                     （千円）  674,265  674,265  674,265

発行済株式総数                  （株）  5,104,003  5,104,003  5,104,003

純資産額                    （千円）  7,723,630  8,029,776  8,019,514

総資産額                    （千円）  15,523,492  14,452,954  15,563,206

１株当たり純資産額                （円）  1,519.51  1,578.58  1,576.93

１株当たり四半期（当期）純利益金額        （円）  20.42  27.57  83.31

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額 （円）  －  27.54  －

１株当たり配当額                 （円）  －  －  25.00

自己資本比率                   （％）  49.5  55.2  51.2

営業活動によるキャッシュ・フロー        （千円）  762,843  648,270  1,092,832

投資活動によるキャッシュ・フロー        （千円）  △14,570  △70,974  △170,094

財務活動によるキャッシュ・フロー        （千円）  △736,793  △1,412,397  △779,762

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高    （千円）  1,677,510  973,904  1,809,006

従業員数                     （人）  213  209  211
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 当第１四半期会計期間において、当社により営まれている事業の内容に重要な変更はありません。    
      

 該当事項はありません。  

  

提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当第１四半期会計期間の平均人員を［ ］外数で記載しており
ます。 

２【事業の内容】 

３【関係会社の状況】 

４【従業員の状況】 

  平成23年３月31日現在

従業員数（人） 209  [ ] 171
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(1）生産実績 
 当第１四半期会計期間の生産実績をセグメント別に示すと、次の通りであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 
２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 
 当社は見込生産を行っているため、該当事項はありません。 

(3）販売実績 
 当第１四半期会計期間の販売実績をセグメント別に示すと、次の通りであります。 

 （注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 
２．前第１四半期会計期間及び当第１四半期会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績
に対する割合は次の通りであります。 

３．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

 当第１四半期会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 
  また、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。 

 当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

第２【事業の状況】 
１【生産、受注及び販売の状況】 

セグメントの名称 
当第１四半期会計期間 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年３月31日） 

前年同四半期比（％）   

マスク関連事業（千円）  2,778,764  －

その他事業（千円）  104,742  －

合計（千円）  2,883,506  －

セグメントの名称 
当第１四半期会計期間 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年３月31日） 

前年同四半期比（％）   

マスク関連事業（千円）  1,812,873  －

その他事業（千円）  147,224  －

合計（千円）  1,960,098  －

相手先 

前第１四半期会計期間 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年３月31日） 

当第１四半期会計期間 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年３月31日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

ミドリ安全用品㈱  310,481  16.2  375,635  19.2

２【事業等のリスク】 

３【経営上の重要な契約等】 
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 文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。 

  
（1）業績の状況 

当第１四半期会計期間（平成23年１月～３月）におけるわが国経済は、海外経済や企業収益の改善等を背景
に、緩やかな回復基調で推移しておりましたが、東日本大震災の発生によって、国内の経済活動は急速に落ち込み
ました。 
 当社では当初、当第１四半期の業績をマスク関連事業の製品需要は回復に転じるものの、その他事業（環境関連
事業等を含む）のホルムアルデヒド対策用換気装置が前期で医療市場にほぼ行き渡った反動で、減収減益となるこ
とを予想しておりました。しかしながら、今回の震災の救援活動、原発事故対策用マスクの受注によって、売上高
は19億60百万円（前年同期比2.4％増）と増収となりました。 
 利益については、製品在庫の一掃及び工場稼動率の向上により、営業利益２億75百万円（前年同期比19.5％
増）、経常利益２億59百万円（前年同期比32.3％増）、四半期純利益１億39百万円（前年同期比35.0％増）といず
れも増益となりました。 
 セグメント別業績は以下の通りであります。 
 当社は、当第１四半期会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成
21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平
成20年３月21日）を適用したことに伴い、以下の前年同期との比較については、前年同期の数値を新基準に組み替
えて算出した数値との比較に基づいております。 
（マスク関連事業） 
 景気の回復に伴う防じんマスク、防毒マスクの販売増に加え、震災・原発対策用マスクの受注によって、売上高
は18億12百万円（前年同期比6.1％増）となりました。 
（その他事業／環境関連事業等を含む） 
 医療施設向けホルムアルデヒド対策用換気装置の販売減により、売上高は１億47百万円（前年同期比28.8％減）
となりました。 
  
（2） 資産、負債及び純資産の状況 
（資産） 
 当第１四半期会計期間末の資産合計は144億52百万円（前事業年度末155億63百万円）となり11億10百万円減少致
しました。その主な要因は、流動資産が現金及び預金、売掛金の減少等により10億81百万円減少し、固定資産が減
価償却費の計上等により29百万円減少したこと等によるものです。 
（負債） 
 当第１四半期会計期間末の負債合計は64億23百万円（前事業年度末75億43百万円）となり11億20百万円減少致し
ました。その主な要因は、短期借入金が10億円、長期借入金が２億58百万円減少したこと等によるものです。 
（純資産） 
 当第１四半期会計期間末の純資産合計は80億29百万円（前事業年度末80億19百万円）となり10百万円増加し、自
己資本比率は55.2％（前事業年度末51.2％）となりました。その主な要因は、利益計上等に伴い、利益剰余金が12
百万円増加したこと等によるものです。 
  

（3）キャッシュ・フローの状況 
 当第１四半期における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、９億73百万円（前事業年度末18
億９百万円）となり８億35百万円減少致しました。 
各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次の通りです。 
（営業活動によるキャッシュ・フロー） 
 営業活動の結果得られた資金は６億48百万円（前年同四半期は７億62百万円の収入）となりました。これは主
に、税引前四半期純利益が２億54百万円となったことと売上債権の減少等によるものです。 
（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
 投資活動の結果使用した資金は70百万円（前年同四半期は14百万円の支出）となりました。これは主に、有形固
定資産の取得による支出62百万円等によるものです。 
（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
 財務活動の結果使用した資金は14億12百万円（前年同四半期は７億36百万円の支出）となりました。これは主
に、短期借入金の返済による支出10億円、長期借入金の返済による支出３億２百万円等を行ったことによるもので
す。 
  

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 
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（4）事業上及び財務上の対処すべき課題 
 当第１四半期会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題
はありません。 

  

（5）研究開発活動 
 当第１四半期会計期間の研究開発費の総額は１億20百万円であります。 
 なお、当第１四半期会計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。  
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(1）主要な設備の状況 
 当第１四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  
(2）設備の新設、除却等の計画 
当第１四半期会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあ
りません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 

  

第３【設備の状況】 
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

  

 会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき発行した新株予約権は、次の通りであります。 

① 平成19年３月29日定時株主総会決議 

  

第４【提出会社の状況】 
１【株式等の状況】 
（１）【株式の総数等】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  20,000,000

計  20,000,000

種類 第１四半期会計期間末現在発行数（株） 
（平成23年３月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成23年５月13日） 

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式  5,104,003  5,104,003

大阪証券取引所 
ＪＡＳＤＡＱ 
（スタンダード） 

単元株式
数100株 

計  5,104,003  5,104,003 － － 

（２）【新株予約権等の状況】 

  第１四半期会計期間末現在 
（平成23年3月31日） 

新株予約権の数（個） 1,130 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）   － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 113,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円）   1,363 

新株予約権の行使期間 
自 平成21年４月３日 
至 平成24年３月31日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行
価格及び資本組入額（円） 

発行価格  
資本組入額 

1,363  
  682 

新株予約権の行使の条件 

・権利行使時において当社の取締役、監査役または従業員
のいずれかの地位を保有している場合に限る。ただし、
任期満了に伴う退任、定年退職その他正当な理由がある
場合は、この限りではない。 
・譲渡、質入その他の処分及び相続は認めない。 
・その他の条件は、第44期定時株主総会決議及び取締役会
決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する
「新株予約権割当契約」に定めるところによる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡する場合は、取締役会の承認を要する。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  － 
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② 平成22年３月26日定時株主総会決議 

  

  第１四半期会計期間末現在 
（平成23年３月31日） 

新株予約権の数（個） 1,090 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）   － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 109,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円）   704 

新株予約権の行使期間 
自 平成24年４月１日 
至 平成27年３月31日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行
価格及び資本組入額（円） 

発行価格  
資本組入額 

 704  

  352 

新株予約権の行使の条件 

・権利行使時において当社の取締役、監査役または従業員
のいずれかの地位を保有している場合に限る。ただし、
任期満了に伴う退任、定年退職その他正当な理由がある
場合は、この限りではない。 
・譲渡、質入その他の処分及び相続は認めない。 
・その他の条件は、第47期定時株主総会決議及び取締役会
決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する
「新株予約権割当契約」に定めるところによる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡する場合は、取締役会の承認を要する。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  － 
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 該当事項はありません。  
  

  該当事項はありません。 

大量保有報告書等の写しの送付等が無く、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は確認しており 
ません。  

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないた
め、記載することができないことから、直前の基準日（平成22年12月31日）に基づく株主名簿による記載を
しております。 

①【発行済株式】  

（注） 「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株（議決権の数20個）含 
    まれております。 

  
②【自己株式等】  

   

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

（４）【ライツプランの内容】 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

年月日 発行済株式総数
増減数（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

 平成23年３月31日 －  5,104,003 －  674,265 －  527,936

（６）【大株主の状況】 

（７）【議決権の状況】 

  平成23年３月31日現在 

 区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

 無議決権株式 －  － －  

 議決権制限株式(自己株式等） －  － － 

 議決権制限株式（その他） － － － 

 完全議決権株式（自己株式等）  
(自己保有株式）  

 普通株式    46,500
－ － 

 完全議決権株式（その他）  普通株式  5,055,500  50,555 － 

 単元未満株式  普通株式      2,003  － － 

 発行済株式総数    5,104,003  － － 

 総株主の議決権  －    50,555 － 

  平成23年３月31日現在 

所有者の氏名又
は名称  所有者の住所 自己名義所有株

式数（株） 
他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％） 

 興研株式会社 
東京都千代田区
四番町７番地 

 46,500 －  46,500    0.91

 計 －  46,500 －    46,500  0.91
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【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。  

 前事業年度の有価証券報告書に記載した事項を除き、異動はありません。  

２【株価の推移】 

月別 平成23年 
１月 ２月 ３月 

最高（円）  763  819  1,249

最低（円）  715  728  765

３【役員の状況】 
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１．四半期財務諸表の作成方法について 
 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63
号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 
 なお、前第１四半期会計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）及び前第１四半期累計期間（平成22
年１月１日から平成22年３月31日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第１四半期会計期間（平成
23年１月１日から平成23年３月31日まで）及び当第１四半期累計期間（平成23年１月１日から平成23年３月31日ま
で）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 
 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期会計期間（平成22年１月１日から平成
22年３月31日まで）及び前第１四半期累計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）に係る四半期財務諸
表並びに当第１四半期会計期間（平成23年１月１日から平成23年３月31日まで）及び当第１四半期累計期間（平成23
年１月１日から平成23年３月31日まで）に係る四半期財務諸表について、監査法人Ａ＆Ａパートナーズによる四半期
レビューを受けております。 

３．四半期連結財務諸表について 
 当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 

  

第５【経理の状況】 
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１【四半期財務諸表】 
（１）【四半期貸借対照表】 

（単位：千円）

当第１四半期会計期間末 
(平成23年３月31日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 
(平成22年12月31日) 

資産の部   
流動資産   
現金及び預金 973,904 1,809,006 
受取手形及び売掛金 2,866,553 3,219,365 
商品及び製品 440,295 491,677 
仕掛品 327,999 253,243 
原材料及び貯蔵品 422,280 323,955 
繰延税金資産 175,167 196,185 
その他 53,378 48,276 
貸倒引当金 △3,000 △4,000 

流動資産合計 5,256,579 6,337,710 

固定資産   
有形固定資産   
建物（純額） ※1  1,360,419 ※1  1,381,964 

機械及び装置（純額） ※1  871,101 ※1  906,739 

土地 5,403,853 5,377,462 
その他（純額） ※1  332,277 ※1  332,655 

有形固定資産合計 7,967,652 7,998,822 
無形固定資産 28,698 29,476 
投資その他の資産   
投資有価証券 64,398 72,209 
繰延税金資産 263,239 269,702 
役員に対する保険積立金 790,896 782,310 
その他 82,489 73,974 
貸倒引当金 △1,000 △1,000 

投資その他の資産合計 1,200,023 1,197,197 

固定資産合計 9,196,374 9,225,495 

資産合計 14,452,954 15,563,206 
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（単位：千円）

当第１四半期会計期間末 
(平成23年３月31日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 
(平成22年12月31日) 

負債の部   
流動負債   
買掛金 321,785 144,508 
短期借入金 ※3, ※4  2,100,000 ※3, ※4  3,100,000 

1年内返済予定の長期借入金 1,084,400 1,128,000 
未払金 177,273 159,516 
賞与引当金 169,000 201,000 
役員賞与引当金 12,000 24,400 
未払法人税等 88,785 59,580 
その他 231,013 192,483 
流動負債合計 4,184,258 5,009,489 

固定負債   
長期借入金 1,633,400 1,891,800 
役員退職慰労引当金 398,100 391,900 
資産除去債務 6,328 － 
その他 201,091 250,502 
固定負債合計 2,238,919 2,534,202 

負債合計 6,423,177 7,543,692 
純資産の部   
株主資本   
資本金 674,265 674,265 
資本剰余金 528,693 528,693 
利益剰余金 6,840,894 6,827,907 
自己株式 △41,887 △41,887 

株主資本合計 8,001,966 7,988,979 
評価・換算差額等   
その他有価証券評価差額金 △18,352 △13,720 

評価・換算差額等合計 △18,352 △13,720 

新株予約権 46,163 44,255 
純資産合計 8,029,776 8,019,514 

負債純資産合計 14,452,954 15,563,206 
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（２）【四半期損益計算書】 
【第１四半期累計期間】 

（単位：千円）

前第１四半期累計期間 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当第１四半期累計期間 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年３月31日) 

売上高 1,914,934 1,960,098 
売上原価 1,001,961 968,141 
売上総利益 912,972 991,957 
販売費及び一般管理費 ※1  682,103 ※1  716,184 

営業利益 230,868 275,772 
営業外収益   
受取利息 253 73 
受取手数料 2,825 2,715 
雑収入 4,368 3,338 
営業外収益合計 7,447 6,127 

営業外費用   
支払利息 18,228 19,557 
社債利息 5,158 － 
その他 18,496 2,477 
営業外費用合計 41,882 22,034 

経常利益 196,433 259,865 
特別利益   
投資有価証券売却益 12,422 － 

特別利益合計 12,422 － 

特別損失   
有形固定資産除却損 4,940 551 
投資有価証券売却損 10,925 － 
資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 5,231 
特別損失合計 15,865 5,783 

税引前四半期純利益 192,990 254,082 
法人税、住民税及び事業税 29,000 84,000 
法人税等調整額 60,734 30,659 
法人税等合計 89,734 114,659 

四半期純利益 103,255 139,423 
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】 
（単位：千円）

前第１四半期累計期間 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当第１四半期累計期間 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   
税引前四半期純利益 192,990 254,082 
減価償却費 126,151 113,325 
資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 5,231 
有形固定資産除却損 4,940 551 
退職給付引当金の増減額（△は減少） 9,200 － 
役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △69,700 6,200 
賞与引当金の増減額（△は減少） △25,000 △32,000 
役員賞与引当金の増減額（△は減少） △13,300 △12,400 
製品回収引当金の増減額（△は減少） △15,886 － 
受取利息 △253 △73 
受取配当金 － △45 
支払利息 18,228 19,557 
社債利息 5,158 － 
貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,000 △1,000 
投資有価証券売却損益（△は益） △1,497 － 
売上債権の増減額（△は増加） 607,919 352,811 
たな卸資産の増減額（△は増加） 36,004 △121,698 
仕入債務の増減額（△は減少） 98,272 177,276 
未払消費税等の増減額（△は減少） △5,409 11,257 
その他 53,546 △40,822 

小計 1,020,363 732,254 
利息及び配当金の受取額 253 118 
利息の支払額 △29,494 △19,140 
法人税等の支払額 △228,278 △64,961 

営業活動によるキャッシュ・フロー 762,843 648,270 
投資活動によるキャッシュ・フロー   
有形固定資産の取得による支出 △76,903 △62,965 
有形固定資産の売却による収入 9,461 770 
無形固定資産の取得による支出 △1,700 △195 
投資有価証券の売却による収入 51,144 － 
貸付けによる支出 △1,000 － 
貸付金の回収による収入 1,923 369 
その他 2,504 △8,952 

投資活動によるキャッシュ・フロー △14,570 △70,974 

財務活動によるキャッシュ・フロー   
短期借入れによる収入 3,000,000 － 
短期借入金の返済による支出 △1,100,000 △1,000,000 
長期借入金の返済による支出 △305,300 △302,000 
社債の償還による支出 △2,200,000 － 
配当金の支払額 △106,070 △107,318 
その他 △25,423 △3,079 

財務活動によるキャッシュ・フロー △736,793 △1,412,397 

現金及び現金同等物に係る換算差額 － － 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 11,479 △835,101 

現金及び現金同等物の期首残高 1,666,031 1,809,006 
現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  1,677,510 ※  973,904 
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該当事項はありません。 

  

【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  

  
当第１四半期会計期間 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年３月31日） 

   

 会計処理基準に関する事項の変更  資産除去債務に関する会計基準の適用 
 当第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計
基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指
針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しております。 
 これにより、営業利益及び経常利益に与える影響は軽微であり、税引前四半
期純利益は5,365千円減少しております。また、当会計基準等の適用開始による
資産除去債務の変動額は、6,315千円であります。 

【簡便な会計処理】 

  
当第１四半期会計期間 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年３月31日） 

１．棚卸資産の評価方法 
  

 当第１四半期会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前事業年度
末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。 
また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ
正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。 

２．固定資産の減価償却費の 
  算定方法 

 定率法を採用している固定資産の減価償却費については、当事業年度に係る減価償却
費の額を期間按分して算定しております。 

３．繰延税金資産及び繰延税 
  金負債の算定方法 

 繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前事業年度末以降に経営環境等、か
つ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、前事業年度において
使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法によっております。 

【四半期財務諸表の作成に当たり適用した特有の会計処理】 
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【注記事項】 
（四半期貸借対照表関係） 

当第１四半期会計期間末 
（平成23年３月31日） 

前事業年度末 
（平成22年12月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 
           千円 7,406,095

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 
           千円  7,281,859

 ２ 受取手形の裏書譲渡額は 千円であります。  
  
※３ 財務制限条項 

 借入金のうち、シンジケートローン契約には、財
務制限条項が付されており、下記のいずれかの条項
に抵触した場合、多数貸付人の請求に基づくエージ
ェントの借入人に対する通知により、借入人は全貸
付人及びエージェントに対する本契約上の全ての債
務について期限の利益を失い、直ちに貸付の元本並
びに利息及び清算金その他本契約に基づき借入人が
支払義務を負担する全ての金員を支払うことになっ
ています。 
（条項） 
 借入人は、平成20年12月決算以降、決算期の末日
及び第２四半期会計期間の末日において、以下の各
号の条件を充足することを確約する。 
①貸借対照表の純資産の部の金額を平成19年12月決 
算期末日における貸借対照表の純資産の部の金額
の ％及び直前の決算期末日における貸借対照表
の純資産の部の金額の ％のいずれか高い方の金
額以上に維持すること。 
②損益計算書における経常損益につき、２期連続し 
て損失を計上しないこと（但し、第２四半期は除
く）。 

※４ コミットメントライン 
 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取
引銀行５行と当座貸越契約及びコミットメントライ
ン契約を締結しております。これらの契約に基づく
当第１四半期会計期間末の借入未実行残高は次の通
りであります。 

2,855

80
80

当座貸越極度額及びコミット
メントラインの総額 

千円 3,200,000

借入実行残高      千円 2,000,000

差引額 千円 1,200,000

 ２ 受取手形の裏書譲渡額は 千円であります。 
  
※３ 財務制限条項 

同左 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
※４ コミットメントライン 

 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取
引銀行５行と当座貸越契約及びコミットメントライ
ン契約を締結しております。これらの契約に基づく
当事業年度末の借入未実行残高は次の通りでありま
す。 

  

6,570

当座貸越極度額及びコミット
メントラインの総額 

千円 3,200,000

借入実行残高 千円 3,000,000

差引額 千円 200,000
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当第１四半期会計期間末（平成23年３月31日）及び当第１四半期累計期間（自 平成23年１月１日 至 平成23
年３月31日） 
１．発行済株式の種類及び総数 

普通株式     5,104,003株 

  
２．自己株式の種類及び株式数 

普通株式       46,551株  

  
３．新株予約権等に関する事項 

ストック・オプションとしての新株予約権 
 新株予約権の四半期会計期間末残高     46,163千円  

   
４．配当に関する事項 
(1) 配当金支払額 

  
(2) 基準日が当事業年度の開始の日から当四半期会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生日が 
    当四半期会計期間の末日後となるもの 
 該当事項はありません。 

  
５．株主資本の著しい変動に関する事項 

 当第１四半期会計期間における剰余金の配当については、「４．配当に関する事項」に記載しておりま
す。なお、この他に該当事項はありません。 

  

（四半期損益計算書関係） 

前第１四半期累計期間 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年３月31日） 

当第１四半期累計期間 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額 
   は次の通りであります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額 
   は次の通りであります。 

  

給料手当 180,227千円 
役員報酬 34,320千円 
賞与引当金繰入額 101,647千円 

  

給料手当 176,095千円 
役員報酬 34,080千円 
賞与引当金繰入額 101,163千円 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係） 

前第１四半期累計期間 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年３月31日） 

当第１四半期累計期間 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照 
  表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 千円1,677,510

現金及び現金同等物 千円1,677,510

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照 
  表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 千円973,904

現金及び現金同等物 千円973,904

（株主資本等関係） 

決議 株式の種類 配当金の総額 (百万円) 
１株当たり 
配当額(円) 基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年３月25日 
定時株主総会 普通株式 126 25 平成22年12月31日 平成23年３月28日 利益剰余金 
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当第１四半期会計期間末（平成23年３月31日） 
 金融商品の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動が認められませ
ん。  
  

 当第１四半期会計期間末（平成23年３月31日） 
 有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動が認められませ
ん。  

  

デリバティブ取引の四半期会計期間末の契約額等は、前事業年度の末日と比較して著しい変動が認められま 

せん。  

  

該当事項はありません。  

  

当第１四半期会計期間（自 平成23年１月１日 至 平成23年３月31日） 
１．ストック・オプションに係る当第１四半期会計期間における費用計上額及び科目名 
製造費用            315千円 

 販売費及び一般管理費     1,592千円 

  

該当事項はありません。  
  

 該当事項はありません。 
  

当第１四半期会計期間末（平成23年３月31日） 
賃貸等不動産の四半期貸借対照表計上額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動が認められません。 
  

（金融商品関係） 

（有価証券関係） 

（デリバティブ取引関係） 

（持分法損益等） 

（ストック・オプション等関係） 

（企業結合等関係） 

（資産除去債務関係） 

（賃貸等不動産関係） 
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１．報告セグメントの概要  
 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経
営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 
 当社は、防じんマスク、防毒マスク等の製造及び販売を主な事業内容としております。  
 従って、当社の報告セグメントは「マスク関連事業」としております。 
 「マスク関連事業」は防じんマスク、防毒マスク等の労働安全衛生保護具の製造及び販売を行っておりま
す。 

  
２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  
  当第１四半期累計期間（自 平成23年１月１日 至 平成23年３月31日）  
                                       （単位：千円） 

 （注）１．「その他事業」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、環境関連事業等
      を含んでおります。 
    ２．セグメント利益の調整額△716,184千円は、報告セグメントに配分していない全社費用であり 
      ます。全社費用は販売費及び一般管理費であります。 
    ３．セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。 
  

 ３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 
  該当事項はありません。  
  
（追加情報）  
  当第１四半期会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平
 成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針
 第20号 平成20年３月21日）を適用しております。 
  

１．１株当たり純資産額 

（セグメント情報等） 
【セグメント情報】 

  

報告 
セグメント  その他事業 

（注）１ 
 合計 調整額 

（注）２ 

四半期損益 
計算書計上額 
（注）３  マスク 

関連事業 

売上高          

外部顧客への売上高 1,812,873 147,224 1,960,098 － 1,960,098 

セグメント間の内部売
上高又は振替高 － － － － － 

計 1,812,873 147,224 1,960,098 － 1,960,098 

セグメント利益又は損失
(△) 

926,378 65,578 991,957 △716,184 275,772 

（１株当たり情報） 

当第１四半期会計期間末 
（平成23年３月31日） 

前事業年度末 
（平成22年12月31日） 

１株当たり純資産額 1,578.58円 １株当たり純資産額 1,576.93円
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２．１株当たり四半期純利益金額等 

 （注）  １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下の通
りであります。 

 該当事項はありません。 

 リース取引開始日が、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号）及び「リース取引に関する
会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号）の適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース
取引について、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当四半期会計期間におけるリ
ース取引残高は前事業年度末に比べて著しい変動が認められないため、記載しておりません。  

該当事項はありません。 

  

前第１四半期累計期間 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年３月31日） 

当第１四半期累計期間 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年３月31日） 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた
め記載しておりません。 

１株当たり四半期純利益金額 20.42円

  

１株当たり四半期純利益金額 27.57円

潜在株式調整後１株当たり 
四半期純利益金額 

27.54円

  
前第１四半期累計期間 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年３月31日） 

当第１四半期累計期間 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年３月31日） 

１株当たり四半期純利益金額     
四半期純利益（千円）  103,255  139,423
普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（千円）  103,255  139,423

期中平均株式数（株）  5,057,610  5,057,452

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益調整額(千円)  －  －

普通株式増加数(株)  －  4,458

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜
在株式で、前事業年度末から重要な変動があった
ものの概要 

    － 

  
  
   

    － 

  
  
   

（重要な後発事象） 

（リース取引関係） 

２【その他】 
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 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年５月10日

興研株式会社 

取締役会 御中 

監査法人Ａ＆Ａパートナーズ 

  指定社員 
業務執行社員   公認会計士 坂本 裕子  印 

  指定社員 
業務執行社員   公認会計士 岡  賢治  印 

  

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている興研株式会社の

平成22年１月１日から平成22年12月31日までの第48期事業年度の第１四半期会計期間（平成22年１月１日から平成22年３

月31日まで）及び第１四半期累計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわ

ち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この

四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明する

ことにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、興研株式会社の平成22年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  指定社員 
業務執行社員   公認会計士 寺田 聡司  印 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期
報告書提出会社）が別途保管しております。 
２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成23年５月９日

興研株式会社 

取締役会 御中 

監査法人Ａ＆Ａパートナーズ 

  指定社員 
業務執行社員   公認会計士 坂本 裕子  印 

  指定社員 
業務執行社員   公認会計士 岡  賢治  印 

  

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている興研株式会社の

平成23年１月１日から平成23年12月31日までの第49期事業年度の第１四半期会計期間（平成23年１月１日から平成23年３

月31日まで）及び第１四半期累計期間（平成23年１月１日から平成23年３月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわ

ち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この

四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明する

ことにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、興研株式会社の平成23年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  指定社員 
業務執行社員   公認会計士 寺田 聡司  印 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期
報告書提出会社）が別途保管しております。 
２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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